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1.楽 観論の系譜におけるロス トウ
産業革命研究の一つの有力な方向は,近 代社会(と くに資本主義社会)の 特徴 を 「国民一人
当 り実質産出高の明確な上昇」を基本的内容 とする持続的経済成長過程 として把握 し,そ の持
続的経済成長の原因を近代技術の生産過程への導入による国民経済の工業化に求め,国 民経済
の工業化過程を産業革命(期)と して理解 している。 このような方向を支持する研究者のグル
ープは,産 業革命 を,工 業化による 「国民一人 当り実質産出高の明確な上昇」を基本的内容 と
する持続的経済成長をもたらす歴史的契機 としてとらえている。彼 らは,持 続的近代経済成長
論的産業革命論 を主張 し,体 系化 していると言 える。アシュ トン(T.S.Ashton),ロ ス トウ
(W.W.Rostow),ハ ー トウェル(R.M.Hartwell),デ ィーン(PhyllisDean),マ サイアス
(PeterMathias)等 は,近 代社会の特徴,す なわち資本主義社会の歴史的個性を持続的経済成
長 とみな し,こ のような経済成長の基本的原因を近代技術の生産過程への導入に基づ く国民経
済の工業化に求め,こ のような工業化の歴史的時期 を産業革命 として把握している。彼 らはク
ラバム(J.H.Clapham)を 祖 とするクラバム学派(Claphamites)・ 楽観学派(Optimistic
School)・ 数量的分析学派(QuantitativeSchool)・ 経済成長論的連続論者 ・体制弁護論者のグ
ループに所属 している。
クラバム学派 ・楽観学派の創始者 クラバムは,1790年 から1850年 までの期間の産業革命期に
おける実質賃金の計算 に依拠 しながら,同 期間中の諸時期に実質賃金の上昇 ・生活水準の向上
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が もた らされ た ことを示 してい る。貨 幣の面 では,こ れ らの計 算 は主 として ボー リー(Bowley)
とウ ッ ド(Wood)に よる周 知の賃金 資料集(collectionsofwage-data)に依 存 していた。生
活費 の面 で は,そ れ らの計 算 は,シ ルバ リングの生計費指数;生 活費 指数(ProfessorNorman
1)
J.Silberling'scostoflivingindex)に依存 して いた。 クラバ ム の統計 的 基礎 は,脆 弱 で あ
り,彼 の主張 の欠陥が多 くの人達 に よって指摘 されて い る。従 って楽観論者 で あるア シュ トン
2)
は,ク ラバムを批判 しただけではな く,「クラバムの主張を捨ててしまっている」。クラバムの
貨幣賃金 に関する数字は,タ ッカー(Tucker)や ボー リーに依拠 して,主 として熟練職人の時
間賃金(率)で ある。また彼 は失業の規模を把握する努力 を行なっていない。クラバムの楽観
論の基礎 となっているシルバ リングの生活費に関す る指摘 は,コ ール(Cole),ジ ャッジズ
3)
(Judges),ア シュトン等 によって批判 されている。アシュトンによる1790-1830年 のランカシ
ャー(Lancashire)に おけるいくつかの都市の小売物価に関する数字は,シ ルバ リングが言 っ
ているようなナポレオン戦争後の小売物価の低落 といった ものをなにも示 していない。タッカ
ーによるロン ドンの職人の実質賃金指数は,1813-1822年 に上昇 し始め,1810-1843年 の時期
に彼 らの生活状態の大きな向上がおこったことを示 している。 しかしこれらの時期には,ロ ン
ドンにおける一人当 りの肉の消費の停滞ないしは低落がお こり,ま た全国における砂糖 とタバ
コの消費の停滞ないしは低落がおこった。 これらの諸事実は,実 質賃金の上昇を決 して意味す
るものではない。
クラバムの楽観論 は,シ ルバ リングやタッカーの事実に反す る主張によって裏付 けされてお
り,多 くの欠陥があることはすでに認 められている。楽観論者であるアシュ トンは;そ の点 に
ついては,十 分認識 している。アシュ トンは,ク ラバムが依拠 していた脆弱で誤謬 に満ちた部
分 を捨てたが,し か しクラバム以来の古典的な楽観論 ・連続論の立場については継承 し,漸 次
的技術革命論 ・経済成長論的産業革命論の体系化 をはかった。アシュ トンは,産 業革命を物理
的生産の増大に帰結する産業上,社 会上,思 想上の変化 としてとらえている。そして彼は,と
くに産業上の変化については,「土地・労働および資本の供給増加が同時にお こった ということ
4)
が,産 業 の発展を可能ならしめたのであった」 と言っている。彼は,物 的生産力のめざましい
発展,① それに基 く一人当 りの実質所得 ・実質賃金の上昇,② 衣 ・食 ・住等の向上すなわち生
1)J.H.Clapham.AnEconomicHistoryofModernB漉 α勿,1(TheEarlyRailwayAge1820-
1850),1926,p.601.E.J.Hobsbawm,LabouringMen,∫'π4ゴθ∫inHistoryOfLabour,1964,
p.67.(E.].ボ ブ ズ ボ ー ム 著,鈴 木 幹 久 ・永 井 義 雄 共 訳 「イ ギ リ ス 労 働 史 研 究J59頁)。
2)E.J.Hobsbawm,(ψ.癬.,p.68.(前 掲 書 邦 訳,61頁)。T.S.Ashton,TheIndustrialRevolution
1760-1830,1948.(T.S.アシ ュ ト ン 著,中 川 敬 一 郎 訳r産 業 革 命 』1953年)。
3)ColeandPostage,TheCommonPeople.GD,H.Cole,Shortj販s彦oηo}theB漉 ゴ∫乃Working
ClassMovement,1947.(林健 太 郎 ・河 上 民 雄 ・嘉 治 元 郎 共 訳 『イ ギ リス 労 働 運 動 史 」)。E.J.Hobsbawm,
op.碗.,p.67.(前 掲 書 邦 訳,60頁)。
4)T.S.Ashton,qρ.罐.,p.17.(前 掲 書 邦 訳,23頁)。
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活水準の上昇,③ 実質所得 ・実質賃金の向上しなかった人口 ・労働者部分よ りもそれ らが向上
した人口 ・労働者部分のいっそうの増加等々 という観点から産業革命 を概念化 している。彼は,
以上の諸点 を基底に据 えながら,産 業革命 を産業上,社 会上,思 想上 の変化 としてとらえてい
る。
ロス トウは,近 代社会の歴史的個性 を規則的ない し持続的経済成長 とみなしている。ロス ト
ウは,ア シュ トンによってより明確に指摘された物理的生産力の発展に基 く一人当りの実質所
得 ・実質賃金の上昇および生活水準の向上 という産業革命に関する経済成長概念を,近 代経済
成長論に基 いてよりいっそう整備 し,理 論化 した。それがロス トウに始 まる近代的な持続的成
長論的産業革命論である。彼は,産 業革命=「 離陸」(take-off)を 考察する場合,「 集計的な国
民所得概念(aggregativenational-incometerms)を 用いただけでは実際に起 こりつつある過
程 を殆んど示すことが出来 ない。…あ りうべ き人口の圧力をはっきりと凌駕 して国民一人当り
実質産出高(realoutputpercapita)の 明確な上昇 をもた らすというような事実が,離 陸 にと
5)
って十分条件ではないにして も必要条件である」 としている。産業革命=「 離陸」研究に当っ
て,ロ ス トウは,ク ラバム以来の楽観論 ・連続論の伝統を守 りなが ら,ア シュ トンによる実質
所得の上昇および生活水準の向上 という産業革:命経済成長概念を継承 しなが ら,近 代経済成長
理論における 「集計的な国民所得概念」だけではな く,国 民所得(純 国民生産)に 対する純投
資の比率が10%以 上に上昇 し,「国民一人当 り実質産出高の明確な上昇」とい う指標を強調する
ことによって,近 代的な持続的成長論的産業革命=「 離陸」観を構成 した。
II.ロ ス トウの 「離陸 」論 二産 業 革命観
ロス トウは,す べての社会が,経 済的次元において五つの成長段階のいずれかにあると見て
いる。「すなわち,伝 統的社会,離 陸のための先行条件期,離 陸,成 熟への前進,そ して高度大「6)
衆消費時代のいずれかである」としている。彼 は,「離陸期」 を,「成長段階の継起の中の第三
7)
段階」 と位置づけ,「着実な成長に対する古い妨害物や抵抗が最終的に克服された期間である」
としている。彼によれば,「離陸期」には,国 民所得に対 して有効な投資率ないし貯蓄率が5パ
ニセン トない しはそれ以下から10パ ーセン トないしはそれ以上に上昇することになる。「離陸期」
には,新 しい工業が急速に発展して利潤を生み出 し,そ の利潤の大部分が新 しい工場設備に再
投資される。そして 「離陸期」には,近 代部門拡大の全過程は,単 に高率の貯蓄 を行 なうだけ
5)W.W.Rostow,TheStagesofEconomicGrowth,ANon-CommunistManifesto1960,p。37.
(W.W.ロ ス トウ著,木 村 健 康 ・久保 ま ち子 ・村 上 泰 亮 共 訳 『経 済 成 長 の 諸段 階 一 一 つ の非 共 産 主 義宣 言
一」1961年,51頁)。
6)W.W.Rostow,op.C23.,p.4.(前掲 書 邦訳,7頁)。 ロス トウの経 済 発 展段 階説 は,近 代 社 会 の 個性 で
あ る経 済 成 長過 程 の 解 明 とい う視 点 か ら行 なわ れ て い る。従 っ て それ は,歴 史 学 派 の 経 済 発展 の 全 過程 を
段 階的 に 区分 しよ う と して い るの とは全 く異 な って い る。
7)W,W,Rostow,op.6鉱,p.7.(前掲 書 邦 訳,12頁)。
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でなく,そ の貯蓄を近代部門の活動 に携わ っている者の手に委ねるような人々の所得 を増加 さ
せ る。 また 「離陸」が成功するためには,工 業ばか りではな く,農 業の生産性が革命的に増大
す ることが不可欠の条件である。
「離陸期」の 「10年ないしは20年 の問に,社 会 における経済の基本的構造および社会的 ・政
8)
治 的構 造 は変形 され,そ れか ら以後,着 実 な成長 率が常時 維持 出来 る ようにな る」。ロス トウに
よれ ば,イ ギ リスの 「離陸」 は,1783-1802年 の20年 間 に,フ ランスの それ は,1830-1860年
の 間 に行 なわれ た。そ してそれ は,ベ ル ギー1833-1860年,ア メ リカ1843-1860年,ド イ ツ1850
-1873年,ス ウ ェーデ ン1868-1890年,日 本1878-190C年,ロ シア1890-1914年,カ ナダ1896
-1914年,に 行 なわれ た』 アル ゼンチ ン1935年 以後,ト ル コ1937年 以後,イ ン ド,中 国それ ぞ
9)
れ1952年 以後異なった仕方で離陸を開始 している。
ロス トウは,「 離陸」を前述 した ように 「着実な成長に対する古い妨害物や抵抗が最終的に克
服 された期間」 としてとらえている。 さらに彼は,そ れを 「社会の歴史 において成長すること
10)
が正常な状態 となるあの決定的一期間」,始 めて 「規則的成長の達成」が行なわれた時期,「 そ
11>
れまでの社会および発展が,そ の刺激に対 して積極的 ・持続的かつ自己強化的な反応を示す」
12)
にいたった時期,「一つの社会の歴史において極めて決定的な意味を持つ転換期」,「生産的経済
活動の規模が臨界点に達 して変化 を産み出し,そ れによって経済と経済がその一部 をなす社会
とにおいて巨大 な進歩的構造変形輪 た らされるような時期」としてとらえている。そして「離
陸 は,生 産方法における急激な変化 と直接結びついて比較的短期間に決定的な結果 をもた らす
14)
産業革命,と して定義される」としている。以上のような質的・決定的変化,す なわち「離陸」=
産業革命が行なわれた時期 は,ロ ス トウによれば,イ ギ リスにおいては1783-1802年 にいたる
20年 間であったということになる。
ロス トウによれば,「離陸」の開始 は,通 常ある特殊な強い刺激にその原因を見出すことが出
来 る。「離陸」への刺激は,① 政治革命の形,② 工学的(輸 送 をも含む)技 術革新の形,③ 新 し
く展開された有利な国際環境 という形,④ 国際環境の悪化が もたらした挑戦 とい う形等がある。
それらの刺激に対 して,こ れまでの社会および経済の発展が,積 極的 ・持続的かつ自己強化的
な反応 を示す ということが肝要である。「その結果 もたらされるものは,投 資の大きさない しは
生産函数における一回限 りの変化ではな く,潜 在的技術革新が多少 とも規則的な流れの形で受
15)
入れられ る割合がより大き くなること,お よび投資の率がより高 くなることである」。
8)W,W.Rostow,op.of'.,p.8-9.(前 掲 書 邦 訳,13頁)。
9)W.W.Rostow,op.δ'.,pp.9,38.(前 掲 書 邦 訳,13,52頁)。
10)W.W.Rostow,op.Wit.,p.36.(前 掲 書 邦 訳,49頁)。
11)W.W.Rostow,op.廊'.,p.37.(前 掲 書 邦 訳,50頁)。
12)W,W.Rostow,op.δ'.,p,39.(前 掲 書 邦 訳,53頁)。
13)W,W.Rostow,op.o∫'.,p.40.(前 掲 書 邦 訳,55頁)。
14)W.W.Rostow,op.of'.,p.57.(前 掲 書 邦 訳,78頁)。
15)W.W.Rostow,op.of∫.,p.37.(前 掲 書 邦 訳,50-5]頁)。
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ロス トウは,「離陸」について,「 次に述べる三つの互いに関連する条件をすべて備 えていな
ければならぬ ものとして定義 される」 としている。
「(1)生 産的投資率が国民所得(も しくは純国民生産<NNP>)の5パ ーセン トないしはそ
れ以下から10パーセント以上に上昇すること。
(2)十 分な力を持 った一つないしそれ以上の製造業部門が高い成長率を持 って発展すること。
(3)近 代部門における拡張への衝動 と離陸の持つ潜在的外部経済効果 とを利用 して成長 に前
進的性格 を与えるような,政 治的 ・社会的 ・制度的枠組がすでに存在 しているか,あ るいは急
16)
速に出現 しっっあること」。
ロス トウは,以 上のように 「離陸」を三つの条件 を備 えたものとして定義 しているが,彼 は,
近代経済学者が,歴 史家に対 して次のようなことを言いたかったのではないだろうか,と も言
っている。すなわち,「社会全体についてそういった面倒な ことを言 うのも結構なことだ。あな
たやあなたの仲間達はもちろんそういうことに興味 をお持ちだろう。 しか しあまりむずか しく
考 えてはいけない。あなた達が問題 にしているのは,投 資率の上昇 と一人当 り資本蓄積の上昇
にすぎないのだ。産出量増加が人口増加率 を上回る点にまで投資率を引き上げてみよう。 たと
えば投資率を国民所得の10パ ーセント以上 にするというふうに。そして話はそれで片づ く。伝
統的社会 と近代的社会 との差は,そ の投資率が人口増加 との関係からみて低いかどうかという
問題 にすぎない。た とえば,投 資率が国民所得の5パ ーセント以下だった ものが10パ ーセント
以上に上がったか どうかという問題 にす ぎないのだ。資本/産 出高の比率が3程 度であるとす
れば,10パ ーセン トの投資率はいかなる可能な人口成長をも上回る。そうすれば,一 人当 り産
17>
出量が規則的に増加することになるのだ」 と。
彼 は,「古い型の近代経済学者の このような言い分 ももとより全 く正 しい」。そして 「過度期
の本質を,投 資率が常に十分に,そ して明らかに人口成長を上回る水準にまで上昇することに
ほかならない,と 表現することは正 しいと言うことである」 とつけ加えている。彼は 「古 い型
の近代経済学者」の提言に賛成 しているが故 に,そ れを 「離陸」の定義の第一番 目にわざわざ
とり入れていることは前述 した ところが らもあきらかである(「しかしそれは,投 資率の上昇が
窮極の原因であることを意味す るものではない」と付言することを彼は忘れなかった)。彼 の場
合には,「離陸」のための先行条件には,国 内貯蓄を生産的に動員しうる能力が当初 において存
在すること,そ れにつづいて高い限界貯蓄率を可能 にするような構造が存在することが重要視
されている。
要するにロス トウの言う「離陸」=工 業化 二産業革命,す なわち(1)から(3)までの条件を備 えた
変化は,「工業化が根 を下 したばか りの初期の段階」,「工業の第一局面」,す なわちイギリスで
16)W.W.Rostow,op.`〃.,p.39.(前 掲 書 邦 訳,53頁)。
17)W.W.Rostow,op.c甑,pp.19-20.(前 掲 書 邦 訳,28頁)。
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は 「1783-1802」 年の時期に勃発 した と言いうる。
ロス トウは,「離陸期における投資率による実証」を行なうに当って,「離陸」に関する三つ
の定義の うち第一の定義について次のように確認 している。「経済的発展の初期段階における経
済の限界資本/産 出高比率を3.5対1と 想定 し,人 口増加 を異常ならざる率 として年率1-1.5
パーセン トと想定す る。この率の下で一人当 りNNPを 維持 しようとすれば,NNPの3.5な い
しは5.25パ ーセ ントが規則的に投資されなければならないことは明白である。一人当 りNNP
を年率2パ ーセント増加 させるためには,以 上の仮定の もとで,NNPの10.5な いしは12.5パ
ーセン トが規則的に投資 されなければならない。そこで定義 と仮定 とによって一人当 りNNP
を相対的沈滞の状態か ら相当程度の規則的上昇へ と移行 させるためには,生 産的に投資される
国民生産物の割合が,典 型的な人口条件の下で,5パ ーセン ト内外か ら10パーセント内外へと
　　ラ
変化 しなければならないのである」。
ロス トウの 「離陸」 という概念は,部 分的には,人 口成長 との関係において見 られた投資の
規模 と生産性 についての量的な証拠に依拠 している。上述の三つの定義のうちの第一の定義 こ
そ,一 応の実例であるとともに第一の証拠(aprimafaciecase)で ある。第一の定義 は,ロ
ス トウによれば,「離陸」についてのイギ リスを始めとする各国の実例 によって実証されている
ことになる。
ロス トウの 「離陸」に とっての必要条件は,一 つない しはそれ以上の急速に成長しつつある
部門が存在 し,し かもそれに属する企業家達(私 的たると公的たるとを問わず)が 利潤のうち
'の 多 くの部分 を新しい生産能力の拡大に再投資するということであ
った。別の言い方をすれば,
先行条件 をつ くり出す時期や 「離陸」が完了して成長が持続される時期 と対立するもの として
の 「離陸」その ものを考 えるならば,貸 付基金の供給 よりはむしろ投資過程の需要面がその決
定的要因であるかも知れない ということである。「概 して言えば,離 陸を賄 うに必要とされる貸
付基金は二つの型の資金源からつ くり出されてきた。一つは,所 得の流れを規制する仕方にお
.ける変化であって,そ れには所得分配 における変化や資本輸入が含 まれる。他の一つは,急 速
　の
に拡大 しつつある特定部門における利潤の再投資である」。
ロス トウは,「離陸期Jを 通 じてなされる資金供給について次のように概括 している。「第一
には,一 つの先行条件 として,大 衆消費水準を超 える社会の剰余が,そ れを保蔵したり,贅 沢
な消費 に向けた り,あ いは低生産性の投資支出に向けた りして不毛化 して しまうような人々の
手 に流れ込 まないことが必要のようである。第二には,一 つの先行条件 として,十 分な運転資
金 を低利 で供給する諸制度が発展していることが必要であるように思われる。第三には,一 つ
の必要条件 として,社 会の一つない しはそれ以上の部門が,よ り一般的な工業化の過程をひき
18)W.W.Rostow,op.c∫ ∫.,p,41.(前 掲 書 邦 訳,56頁)。
19)W.W.Rostow,op.6".,p .46.(前 掲 書 邦 訳,64頁)。
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起 こしっっ急速に成長 しなければならず,か つ,か かる部門における企業 はその利潤の相当な
20)割合
をさらに生産的投資に再投資 しなければないようである」。
要するにロス トウの 「離陸」は,低 生産性の農業等への投資支出か ら高生産性の工業等への
投資支出へ転換 し,経 済社会が農業 を基盤 とする経済社会から主業を基盤 とする経済社会に転
換 し,持 続的経済成長が現実的に可能 になる一時期である。 このような 「離陸」実現のための
「過渡的変化」として,ロ ス トウは,次 のような諸事項 を指摘 している。①圧倒的に農業型であ
った社会一事実その労働力の75パ ーセン トが農業に従事 しているのが普通であった一 を,工業・
運輸 ・通信 ・貿易およびサービスが優位 を占める社会へと転換させていかなければならないこ
と。②比較的狭い地域一主 として自足的な地域一の生活 を中心 として経済 ・社会 ・政治の とり
きめをつ くり上げていた社会が,そ の交易 と思想 とを,国 家へ,あ るいはさらにより広い国際
的環境へ と適応させなければならないこと。換言すれば経済 ・社会 ・政治等における地方的封
鎖性の排除 と国家的統一の実現および国際的環境への適応 を実現させなければならないこと。
③子供 をつくることに対する従来の伝統的思考 を変更 し,合 理的価値規準に基いて出生率の低
下をはか らなければならないこと。④ これまでは土地所有者の手に集中していた最低消費水準
を超過する所得部分を,浪 費にまわさずに,道 路 ・鉄道 ・学校 ・工場等 に投資 しようとする人
達の方に流 していかなければならない こと。⑤人間をとりまく外的環境 を,合 理的思考 と行動
によって自由に操作 し,生 産的変革 と進歩 を実現させて行 くことが出来 るという考えを持つに
いたること。 これ らによって伝統的社会か ら近代的成長社会への道程を歩む ことが出来るよう
21)
になる,と されている。
「離陸」のための先行条件 は,「離陸」の前段階において準備 され,特 徴的形態 をとり,作 用
し始めた。すなわち,「離陸のための先行条件は,ま ず17世 紀の終わ りか ら18世紀の初めにかけ
ての西 ヨーロッパ において明らかに特徴ある形で発展 した。 この時期に近代科学の知識 は,農
業お よび工業の新 しい生産函数 という形をとりはじめたのである。そしてそのことの背景に動
的な力を与 えたのは,世 界市場の横への拡大 とその市場 を目指す国際競争 とであった。 しかし
中世解体の背後にあるすべてのことが,西 ヨーロッパにおける離陸のための先行条件 をつ くり
出すのに係 りを持っている。西 ヨーロッパ諸国のうちでは,地 理的条件 ・自然資源 ・貿易の可
能性 ・社会および政治構造等が幸いして,イ ギ リスが離陸の先行条件 を完全に発展せ しめた最
初の国 となった。 しかしなが ら,近 代史におけるより一般的な場合について見れば,先 行条件
段階は内生的に起ったのではな く,よ り進んだ社会 による外部か らの侵入によって起っている。
これらの侵略 は一文字通 りのものであれ比喩的なものであれ一伝統的社会に衝撃 を与えて,そ1
の解体 を開始 もしくは促進 した。 これ らの侵略はまた,伝 統的社会に代わる近代社会が古い文
20)W.W.Rostow,op.oガ'.,pp.49-50.(前掲 書 邦 訳,68頁)。
21)W.W.Rostow,op.6∫'.,pp.18-19.(前掲 書 邦 訳,26-27頁)。
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化の中か ら構成 されてい く過程 に発端 を与えることとなった思想 と感情 とを目覚めさせ もした
22)
のである」。
前述 した 「過渡的変化」の諸事項の実行によって 「離陸」のための先行条件が整 い発展する。
ロス トウによれば,「離陸のための先行条件期」に次のような先行条件があらわれて くる。①経
済的進歩 は,そ れ以外の善 と判断される諸 目的一国家の尊厳 ・個人的利益 ・一般の福祉 ・子供
連がよりよい生活を送ることな ど一のための必要条件でもあるという考えがひろがってい く。
②教育は,少 な くとも一部の人々に対する教育は,近 代的経済活動の要求に沿 うように拡大さ
れ変 えられてい く。③貯蓄 を動員 しようとし,利 潤追求ない しは近代化追求の危険を負担 しよ
うとす る,新 しい型の企業家精神に富んだ人間が一私的経済分野 に,政 府部内に,あ るいはそ
の両方に一あらわれてくる。④銀行 ないしはそれ以外の,資 本を動員するための制度が出現す
る。資本投資が増加する。 とくに輸送,通 信,お よび諸外国 も経済的関心 を持 つような原料供
給分野 において,投 資が増大す る。⑤国内および国外の通商範囲が拡大する。⑥新 しい方法 を
用いた近代的製造業があらわれて くる。 しかしこれ らの活動 も,伝 統的生産方法,古 い価値感,
地方的政治経済制度が根強 く残存 している 「離陸のための先行条件期」においては,す べて限
られた速度でしか進行 しない。⑦過渡期一伝統的社会 と離陸 との間の時期すなわち 「離陸のた
めの先行条件期」一においては,決 定的な特徴はしばしば政治的な局面に見られた。政治的に
言えば,有 効な中央集権的国民国家(effectivecentralizednationalstate)の 建設 こそ,「 離
陸のための先行条件期」の決定的な一面であった。そしてそれは殆んど例外なしに 「離陸」の
23)
ための先行的必要条件であった。
「離陸」のための先行条件は,ま ず17紀 の終わ りから18世 紀の初めにかけての西ヨーロッパ
において明らかに特徴ある形で発展 した。中世解体の背後にあるすべての ことが,西 ヨーロッ
パにおける離陸のための先行条件をつ くり出すのに係 りを持 っている。西 ヨーロッパ諸国の う
ちでは,地 理的条件 ・自然資源 ・貿易の可能性 ・社会および政治構造等が幸いして,イ ギ リス
が離陸の先行条件を完全に発展せ しめた最初の国であった。nス トウによれば,「西 ヨーロッパ
の多 くの部分が一種の先行条件過程 を進みつつあった18世 紀後半 に,ひ とりイギ リスにおいて
のみ離陸の必要十分条件が満たされていたのである。イギ リスにおいて離陸のための必要条件
と十分条件 とがこのように結合されていたのは,相 互に全 く独立的な多 くの環境がその点に収
24)
叙 した結果であ り,歴 史における一種の統計的偶然 ともいうべきものであった」。「そして,オ
ランダよりも多 くの基礎的工業資源を持ち,フ ランスよりも多 くの非国教徒 と船を持 ち,す で
に1688年 にその政治的 ・社会的 ・宗教的革命を戦 い終 えていたイギリス,そ のイギ リスだけが
22)W.W.Rostow,oρ.δ'.,p.6.(前 掲 書 邦 訳,10頁)。
23)W.W.Rostow,の.6".,pp.6-7.(前 掲 書 邦 訳,10-11頁)。
24)W.W.Rostow,qρ.(ゴ'.,p.31.(前 掲 書 邦 訳,43頁)。
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綿織物製造,石 炭 ・製鉄技術,蒸 気機関そしてそれ らを推進する豊富な外国貿易のすべてを共'
25)
に織 り合わせ うる位置にあったのである。」。これ らがポル トガル,ス ペイン,オ ランダ,フ ラ
ンスに打ち勝って 「離陸」 をな しとげるための先行条件であった。さらに18世 紀イギ リスがフ
ランスよりも非国教徒に対 して寛容で弾力的な社会構造 を持っていた こと,長 期的,短 期的に
見て,イ ギ リスが,ロ ーマ教会,ス ペイン,オ ランダ,フ ランス等の対抗勢力に対 して 「階層
的忠誠心」を超えたナショナ リズムを保持 ・実践しえたこと,そ してそれが比較的柔軟な社会
構造を構築 しえた こと等は,イ ギリスにおける 「離陸の先行条件」過程を促進 した主要な要因
26)
であり,力 であった。
ロス トウによれば,「離陸のための先行条件期」,す なわち 「離陸」のための準備期 を経過す
ると 「成長段階の継起の中での第三段階」,す なわち 「離陸期」に突入する。それは,「着実な
成長 に対する古い妨害物や抵抗が最終的に克服 された期間である」。「社会の歴史において成長
することが正常な状態 となるあの決定的一期間」である。「離陸は,一 つの社会の歴史において
極めて決定的な意味を持つ転換期である」。「離陸は,生 産方法における急激な変化 と直接結び
27)
ついて比較的短期間に決定的な結果をもた らす産業革命 として定義される」。その 「離陸期」
は,イ ギリスにおいては,「1783-1802」 年である。さらにロス トウによれば,イ ギ リスでは,
この 「離陸期」 に 「離陸」 に必要な 「三つの互に関連する条件」がすべて次のように出揃 った。
「(1)生産的投資率が国民所得 もしくは純国民生産 〈NNP>の5パ ーセン トないしはそれ以下か
ら10パーセン ト以上に上昇 し」た。「(2)十分な力を持 った一つないしそれ以上の製造業部門が高
い成長率を持って発展」した。「(3)近代部門における拡張への衝動 と離陸の持つ潜在的外部経済
効果 とを利用 して成長に前進的性格 を与えるような,政 治的 ・社会的 ・制度的枠組がすでに存
28)
在 しているか,あ るいは急速 に出現 しつつ」あった。
ロス トウは,イ ギリス,フ ランス,ア メ リカ,ド イツ,日 本,ロ シア,イ ン ド,中 国等の「離
陸」について解明 し,そ の他の諸国のそれについて もふれ,「 離陸における主導部門」(leading
sectorsinthetake-off)の 研究 を行なっている。すなわち一般的,歴 史的に見れば,「主導部
門は,綿 織物か ら,鉄 道を基盤 とす る複雑な重工業の複合体 と軍隊用最終製品 とを経て,さ ら
に木材 ・パルプ ・酪農製品からついには多種多様の消費財 にいたるまでの広が りを持 っている。
明らかに,離 陸のための唯一の部門継起 というもの もないし,ま た魔術的な鍵 となる唯一の部
門 もない。成長 しつつある社会が,た とえばイギ リス ・アメリカ合衆国 ・ないしはロシアにお
29)
ける構造の継起や型を繰 り返す必要はないのである」 としている。
25)W.W.Rostow,op.δ'.,p.33.(前 掲 書 邦 訳,46頁)。
26)W.W.Rostow,op.虚 言。,pp.34-35.(前 掲 書 邦 訳,47-48頁)。
27)W.W.Rostow,op.6鼠,pp.7-57.(前 掲 書 邦 訳,12-78頁)。
28)W.W.Rostow,op.6甑,pp.38-39.(前 掲 書 邦 訳,52-53頁)。
29)W,W.Rostow,op.o鼠,p.57.(前 掲 書 邦 訳,77頁)。
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←う ロス トウは,「綿織物工業の発展は,国 内需要を十分に満たす ことが出来た場合で も一般
的には自己維持的成長過程(selfsustaininggrowthprocess)に 乗 り出すに十分な衝動をそれ
30)
自身の うちにつ くり出す ことがなかった」 と見ている。換言すれば,綿 織物工業の発展は,一
般的には 「離陸」に当って必要な役割 を果 しえなかったと言っているのである。しかしロス ト
ウは,「 周知の例外 としてイギリス産業革命」,す なわち 「世界最初の離陸」 に当って,ベ イン
ズ(E。Baines)の 作成 した綿花輸入表 とそれについてのべインズの論評を参考にしなが ら,イ
ギ リス綿織物工業(正 確には綿紡績工業 も含めて綿工業 と言うべ きだ)が 重要な役割,す なわ
ち 「離陸 における主導部門」において最初の重要な役割を果したと見ている。イギリスにおい
ては,「 綿織物工業における近代的工場制度の発展が自己維持的成長過程にまで進みえ」た と指
31)
摘 している。なぜイギ リスにおいてそれが可能であったかと言えば,イ ギリスにおいては,18
世紀後期 までに 「離陸」・のための準備が十分に発展していたか らである。繊維工業 ・石炭 ・鉄
および蒸気 による動力す らもが18世 紀 を通 じて相当な進歩 を遂げていたからである。 しか も社
会的 ・制度的環境が好都合であったからである。 しか し以上のような一般的 ・歴史的条件だけ
が整 っていただけで,綿 織物工業が 「離陸における主導部門」において歴史的に重要な役割を
果 しえたわけではない。ロス トウによればイギリス綿織物工業が 「離陸」=産 業革命 を勃発 ・持
続せ しめるに当って次のような二つの技術的要素が与って力があった。
(1)イギ リスの綿織物工業が経済全体の規模 と比較 して相当に大きかった ということである。
綿織物工業が近代化 した ときから,と くに 「離陸期」の1780年 代以降,綿 織物の全産出高の う
32)
ちの非常に大 きな割合が外国に向けられ,1820年 代 までにそれが60パ ーセン トにも達 していた。
イギリスの綿製品輸出量は,「離陸」直前の1780年 の355,060ポ ンド(英 貨)か ら 「離陸」終了
33)時
点の1802年 には7,624,505ポ ンドに増加 した。実に絶対額で21・47倍増加 した。綿織物工業の
このよ.うな発展は,そ れが単に国内市場への供給のみを行なっていたとした場合 にくらべて,
より広範にわたる二次的連鎖的反応を伴 ったより巨大な事実 となったのである。 このような規
模 の工業的企業は,都 市地域の発展,石 炭 ・鉄 ・機械 に対する需要,運 転資本に対する需要,
そしてついには低廉な輸送に対する需要 という二次的反応を呼び起 こし,こ れが他の方向への
工業的発展 を強 く刺激 したのである。
(2)イギ リス綿織物の急速 な拡張を促 しうるだけの有効需要源が与 えられた ことである。その
原因は,製 造工程における技術的発展 と繰綿機(cotton-gin)の 発明・採用によってひき起 され
30)W.W.Rostow,op。6".,p.53.(前 掲 書 邦 訳,73頁)。
31)W.W.Rostow,op.δ'.,pp.53-54.(前 掲 書 邦 訳,73頁)。EdwardBaines,HistoryOftheCotton
ManufactureinGreatBritain,1835,p.348.
32)W.W.Rostow,op.δ'.,p,54。(前 掲 書 邦 訳,74頁)。R.C.0.Mattews,AStud初Trade(》6」 θ
1万s'oη,1954,PP127-129.
33)EdwardBaines,op.癬.,p.350.
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た原綿の実質 コス トの引き下げとに伴なって起った実質生産費 および価格の急落であった。こ
34)
の点に関 してイギ リスは,後 続の他国には得 られなかった一つの利点を持っていた。
ロ ロス トウによれば,鉄 道の敷設 は,歴 史的には離陸 を始動す るものとして最 も強力であ
り,し か も単独でそれをなし遂げる力 を持 っていた。鉄道の建設は,ア メリカ ・フランス ・ド
イツ ・カナダおよびロシアにおいて決定的な役割 を果 したし,ス ウェーデン,日 本,そ の他の
場合 にも極めて重要な役割を演じた(筆 者注=イ ギ リスでは,ロ ス トウの言 う「離陸期」〈1783
-1802年 〉には,ス ティーブンソン 〈GeorgeStephenson>の 蒸気機関車は未だ発明されてお
らず,鉄 道の建設 も行なわれていなかった)。離陸期間中に鉄道 は,経 済成長 に対 して三種類の
大 きな衝激 を与えてきた。
(1)鉄道 は,国 内輸送費を引き下げ,新 しい地域 と生産物 を商業市場に登場 させ,そ して全般
的に,市 場 を拡大するというあのスミス的機能 を遂行 したのである。
(2)鉄道 は,多 くの場合,急 速 に拡大 しつつある新 しい主要輸 出産業部門発展のための前提条
件 として働いた。ついで この輸出産業部門が,例 えば1914年 以前のアメリカの鉄道のように,
国内発展のための資本創出の役割を果 したのである。
(3)鉄道の発展は,「離陸」それ自体 にとってはおそらく最 も重な ものとして,近 代的な石炭・
鉄 ・機械工業の発展をもたらした。多 くの国々における近代的基幹産業部門の成長 は,最 も直
接的に大規模鉄道網の建設およびとくにその維持のための需要に端 を発 している。社会が 「離
陸」のための制度的 ・社会的 ・政治的なより基礎的な必要条件 を発展させた ときには,鉄 道網
の急速な成長は,し ばしば上述の強力な三つの影響を伴いつつ社会 を自己維持的成へと高める
35)
のに役立 ったのである。
(≡)ロ ス トウによれば,軍 隊の拡充 と近代化 とが 「離陸」において主導部門の役割 を果 しえ
たことも明 らかである。それは,ロ シア ・日本および ドイツの 「離陸」における一つの要因で
あった。 また,そ れは,現 在 の中共の計画においても重要な地位 を占めている。 しかし,歴 史
的に言 うと,近 代的軍備の役割は,「離陸」における中心的なもの というよりは付随的なもので
36)
しがなかった。'
四 ロス トウによれば,そ の他 として原料および食料生産は,全 般的な資本形成 目的のため
の外国為替を供給する役割 を果すが,そ れを別 にしても,も し近代的加工技術の応用を含むな
らば,そ れ らの生産 も離陸において主導的役割 を演ずることが出来る。スウェーデンにおける
製材業 とパルプ産業,デ ンマークにおける1873年 以後の食肉および酪農産業,日 本 にお ける生
糸業等は,外 国為替の主要源泉を提供すると同時に近代的生産技術を発展せ しめる重要な役割
を果 した(日 本の生糸業 は,近 代的生産技術 を発展せしめるような重要な二次的影響を持 って
34)W.W.Rostow,op.c'∫.,p.55.(前 掲 書 邦 訳,75頁)。
35)W。W.Rostow,(ψ 。6ゴ∫.,p.55-56.(前 掲 書 邦 訳,75-76頁)。
36)W.W.Rostow,op.`鉱,p.56.(前 掲 書 邦 訳,76頁)。
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37)
いた)。
「離陸」 における主導部門は,そ れぞれの国の歴史的事情によって異なる。「歴史的に見れ
ば,主 導部門は,綿 織物か ら,鉄 道 を基盤 とする複雑な重工業の複合体 と軍隊用最終製品 とを
経て,さ らには木材 ・パルプ ・酪農製品か らついには多種多様の消費財にいたるまでの広が り
を持 っている。明らかに,離 陸のための唯一の部門継起 というものもないし,ま た魔術的な鍵
となる唯一の部門もない。成長しつつある社会が,た とえばイギリス ・アメリカ ・ないしはロ
38)
シアにおける構造の継起や型 を繰 り返す必要はないのである」 とロス トウは強調している。
以上の ところで,ロ ス トウは,「離陸」における主導部門は,そ れぞれの国の特殊事情 によっ
て異なるし,「離陸」の行なわれている時期によって も異なっていることを主張している。しか
し彼 は,「離陸」における主導部門において 「存在 しなければな らないのは,次 の四つの基本的
要因である」 としている。
「(1)産出高の急速な成長率をもたらす基盤を生み出す部門の一つないしはそれ以上の生産物
に対 して,有 効需要が増大 しなければならない。州
(2に れ らの部門に対 して,生 産能力が拡大 されるとともに新 しい生産函数が導入 されなけれ
ばならない。
(3)社会 はこれらの基幹部門における離陸 を起爆 させるためにまず必要 とされる資本 を創出す
ることが出来なければならない。…
(4)最後 に,一 つの主導部門もしくはいくつかの主導部門は,そ の拡張および技術的変形が,
他部門における生産能力増大の要求 と新 しい生産函数実現の可能性 とを次に誘発するようなも
39)
のでなければならない。…」。
「離陸 は,生 産方法における急激な変化 と直接結びついて比較的短期間に決定的な結果をも`
た らす産業革命」である。そこで重要なことは,「一つもしくはそれ以上の新 しい製造業部門の
40)
急速 な成長が経済的変形の強力な本質的原動力であるということである」。
ロス トウによれば,「 離陸期」には,相 互に関連する次のような事柄が連続的に発生・持続 し
て,「 離陸」を支え,次 の段階への準備 を進めることになる。すなわち主導部門における生産性
の急成長 と持続,一 人当り産出高の増大,す なわち所得の増大,貯 蓄割合 と貯蓄絶対額の増大,
生産的投資割合 とその絶対額の増大,投 資者の所得の増大,他 部門の製品に対する連鎖的有効
需要の創出,都 市地域の拡大のための資本費用の増大,都 市人口の増大,都 市市場の拡大,大
工業化の絶えざる前進,「 離陸」の主導部門の最初 の衝動が衰えはじめるとき,そ れに代わる新
37)W,W.Rostow,砂.cit.,p.56.(前 掲 書 邦 訳,76頁)。W.W↓ockwood,TheEconomicDevelop
窺 θη'(～f/4ノ)α2z,1954,pp.338-339.
38)W.W.Rostow,oρ.Wit.,p。57.(前 掲 書 邦 訳,77頁)。
39)W.W.Rostow,砂.6∫',,p.57.(前 掲 書 邦 訳,77-78頁)。
40)W.W.Rostow,OZ.6甑,p.58.(前 掲 書 邦 訳,78頁)。
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41)
しい主導部門を生み出す。 これ こそ 「離陸期」の姿であると言いうる。
ロス トウは,以 上のように経済学的表現 を用いて 「離陸」について説明 しているが,同 時に
「非経済学的表現」(non-economicterms)を 用いてそれについて説明 している。すなわち「非
経済学的表現を用いれば,離 陸が行なわれ るということは,通 常,伝 統的社会にすが りつこう
とする人々ないしは近代化以外の目標 を求めようとする人々に対 して,経 済の近代化をはかる
人々が決定的な社会的 ・政治的 ・文化的勝利 をおさめることである。 しかし,一 ナショナリズ
ムは,社 会 を他の無駄 な方向へ向ける力であると同時に社会をまとめる力で もありうるから一,
その勝利は,よ り近代的なグループによる伝統的グループの破壊 という形 をとらずに,相 互順
42)
応 という形 をとることも出来る」 としている。以上のように 「離陸」の先進的形態と妥協的形
態 とを区分 し,後 者のような妥協的形態 として ドイツと日本の場合の 「離陸」をあげている。
彼によれば 「離陸」期間中に社会は,自 己維持的成長を保持 し,さ らに近代化された部門を越
えてより広 く近代的工学技術 を拡大することに努力を集中するようになる。社会はより高い段
階に向って成長す ることになる。
m.ロ ス トウへの結 語
ロス トウの著書 『経済成長の諸段階』 は,そ の方法論 として ドイツ歴史学派の経済発展段階
説の一応の立場 をとっていると言いうる。 しか しロス トウの経済段階説は,従 来からの歴史学
派の段階説が,人 類の経済発展の全過程 を無目的にしか も一元的に段階的に区分 しようとして
いるのに対 して,近 代社会の個性である経済成長過程の解明という視点から,そ の成長過程を
43)
多元的に究明 している。 ロス トウは,歴 史学派の段階説 と近代経済学の成長論 を彼独特の手法
で導入 して,反 マルクス的経済発展段階説 を構築 した。
ロス トウによれば,マ ルクス(KarlMarx)が 資本主義社会 と見倣す社会 は,た とえばイギ
リスにおいては,「成熟への前進」という最盛期,す なわち産業資本家の勢力が最も強かった1815
44)
一1850年 の時期 ととらえられている。ロス トウによれば,「成熟への前進期」の始 まりは,「離
陸」(た とえばイギリスでは1783-1802年)が 始まってから60年後(「 離陸」が終 ってから40年
45)
後)だ と考 えられている(彼 はまた,1850年 とも言っている)。マルクスが想定 している資本主
義が,ロ ス トウが指摘 しているように,必 ずしも1815-1850年 の時期の資本主義でないにして
も,19世 紀前葉から中葉,す なわちマルクスが 『資本論』を書 き始める頃までの資本主義であ
ることに間違いない。 この時期は,ロ ス トウの五つの成長段階の第四の段階すなわち 「成長へ
41)W.W.Rostow,oゆ.(ゴ'.,p.58.(前 掲 書 邦 訳,79頁)。
42)W.W.Rostow,ox.(ガ'.,p.58.(前 掲 書 邦 訳,79頁)。
43)永 田 正 臣 著rイ ギ リ ス 産 業 革 命 の 研 究 』1973年,71頁 。 ロ ス ト ウ 前 掲 書 邦 訳(訳 者 ま え が き),7-8頁 。
44)W.W.Rostow,oρ.c鉱,p.150.(前 掲 書 邦 訳,202頁)。
45)W.W.Rostow,oφ.6∫'.,pp.9,60.(前 掲 書 邦 訳,14,81頁)。
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の前進期」であった と言 える。『資本論』を始めとする主要な著作物は,「成長への前進期」に
マルクスによって書かれた ものであ り,第 五段階の 「高度大衆消費時代」においては,唯 物史
観 を基礎においたマルクスの経済学を持ってしては,十 分に説明出来ないとするのがロス トウ
46)
の考えである。彼によれば,マ ルクスの経済学を含む「経済進化」=経 済発展の一般的分析の大
部分の著作は,2-3の 西ヨーロッパの諸国のむ しろ特殊な経験 によって不当に色づけされた
47)
ものである,と いうことになる。
ロス トウの発展段階説すなわち 「成長段階説」(stages-of-growth)}こ よれば,社 会は 「相互
作用的有機体」(interactingorganism)で あって,一 元的に説明出来 るものではなく,多 元的
にしか も相互的にしか説明出来 ないものである。すなわち 「成長段階説 は,全 社会を眺める経
済学的な見方ではあるが,そ れは,け っして政治 ・社会組織 ・文化が,経 済の上につくられ,
経済か ら一義的に導き出される上部構造であることを意味するものではない。…すなわち社会
は,相 互作用的有機体であるという認識を,最 初から受け入れる『ものである。経済的変化が政
治的および社会的帰結を生み出す ということは真実であるが,… 経済的変化 自身 も,狭 義の経
済力のみな らず,政 治的 ・社会的諸力の帰結 と見倣 され る。 そして人間的動機 という点か ら見
れば,最 も根深 い経済的変化の多 くも,非 経済的な人間的動機 ・人間的希望の帰結 と見倣され
48)
るのである」 としている。彼の認識 は,経 済が下部構造であ り,政 治,社 会,文 化,人 間的動
機が上部構造であり,後 者 は前者 に基礎づけられ規定されているが,後 者から前者への反作用
も十分存在 し,両 者はその意味で相互的関係にあるというマルクス的認識 とは根本的に異なっ
ている。彼によれば,社 会は,多 元的諸要因から構成 された 「相互作用的有機体」であり,そ
れらの諸要因の特殊な力があらたな成長段階をもた らすことになる。
ロス トウは,持 続的経済成長への段階的推進力 として,経 済的要因,そ ればか りではな く,
政治的・社会的要因,文 化的要因,人 間的動機・人 間的希望,地 理的条件,自 然資源,偶 然的・
突発的事象(た とえば戦争,外 圧,侵 略,内 乱),お よび内在的法則性にもとつ く本質的事象等
を考慮 している。 これらの諸要因は,「離陸」をもたらす要因であると同時にそれを持続せめる
要因で もある。彼の発展段階説すなわち 「成長段階説」は,近 代経済学に依拠するのみな らず,
多元的歴史観に依拠 していると言いうる。
ロス トウは,ア シュ トンによって指摘されている産業革命期の産出高の増大,一 人当 り実質
所得の増大,生 活水準の上昇 という楽観的経済成長概念 を,ド イツ歴史学派の無目的な極限的
段階論を彼自身によって修正 してえられた多元的な量的段階論 と近代経済学的成長論 との融合
を基礎にして受けとめることにより,彼 独 自の成長論的段階論を構築 したと言いうる。その一
46)ロ ス トウ前 掲 書邦 訳(訳 者 まえ が き),7頁 。
47)ロ ス トウ前 掲 書邦 訳(日 本 語版 へ の ま えが き),9頁 。
48)W.W.Rostow,op.(瓢,p.2.(前掲 書邦 訳,5頁)。
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環としての 「離陸」論を構築したと言いうる。 ロス トウの 「成長段階説」,「離陸」論 は,ク ラ
バム以来の楽観的 ・数量的産業革命論 とくにアシュ トンの産業革論 とドイツ歴史学派の発展段
階説 と近代経済学的成長論 との歴史的融合物であった と言いうる。さらに彼の 「成長段階説」
の中には,発 展途上国の近代化 という現代的問題意識が前提 となっている。彼 は,「現代の低開
発国の世界における,強 い特殊な文化を持った伝統的社会を近代化す るという問題」,すなわち
「離陸」 させるという問題,特 に工業化させる問題 を解決する場合,「 ヨーロッパの経験 よりも
　日本
の経験の方がはるかに示唆するところが大 きい」 と指摘 している。彼の 「成長段階説」は,
欧米型の先進諸国 とアジア ・アフリカ型の低開発国を含 むグローバルな,そ して反マルクス主
義的な発展段階説,そ して 「離陸」論であった。彼によれば,マ ルクスの経済学,発 展段階説
は,2-3の ヨーロッパ諸国のむしろ特殊な経験 によって不当に色づけされているとされてい
る。ロス トウの著書 においては,イ ギ リスの経験 は,む しろ特殊な事例 として取 り扱われてい
る。イギリスの経験は,貴 重で,古 典的で,示 唆に富んでいる経験 と見ていない特徴 を,彼 の
発展段階説,成 長論,「 離陸」論は持っている。彼の発展段階説=「 成長段階説」は,ヨ ーロッ
パ諸国の体制やかつてのソビエ トの体制 よりもアメ リカの体制の方がはるかに勝れているとい
う認識 に基いている。
「成長段階の継起 の中での第三段階」は 「離陸期」である。すなわちロス トウによれば,「離
陸期 とは,着 実な成長に対する古い妨害物や抵抗が最終的に克服 された期間である。 これ まで
近代的活動にある程度のはけ口を与 え領域を与 えていた ところの,経 済進歩を支持する諸力が
らの拡大
し,社 会を支配するようになる。成長が社会の正常な状態 となる」時期である。「離陸」に
とって 「本質的なことは,与 えられた刺激のとる形ではな くて,そ れ までの社会および経済の
発展が,そ の刺激に対 して積極的 ・持続的かつ自己強化的な反応 を示す という事実である。そ
の結果 もたらされるものは,投 資の大 きさないしは生産函数にお ける一回限 りの変化ではなく
て,潜 在的技術革新が多少 とも規則的な流れの形で受け入れられ る割合が より大きくなること,
らり
および投資の率がより高 くなることである」。「一つの社会の歴史において きわめて決定的な意
味を持つ転換期」すなわち 「離陸期」には,「離陸」に必要な次の三つの互いに関連する条件が
備わ らなければならない。すなわち 「(1,生 産的投資率が国民所得(も しくは純国民生産 〈N
NP>)の5パ ーセン トないしはそれ以下から10パ ーセン ト以上に上昇すること。(2)十 分な力
を持った一つないしそれ以上 の製造部門が高い成長率 を持 って発展すること。(3)近 代部門に
おける拡張への衝動 と離陸の持つ潜在的外部経済効果 とを利用 して成長に前進的性格 を与 える
ような,政 治的 ・社会的 ・制度的枠組がすでに存在しているか,あ るいは急速 に出現しつつあ
49)ロ ス ト ウ 前 掲 書 邦 訳(日 本 語 版 へ の ま え が き),9頁 。
50)W.W.Rostow,ρ ρ.6∫'.,p.7.(前掲 書 邦 訳,12頁)。
51)W.W.Rostow,(ψ.d'.,p.37.(前 掲 書 邦 訳,50-51頁)。
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52)
ること」等である。
ロス トウによれば,想 定している 「離陸期」の状態のもとでは資本/産 出高比率が低いから,
「国民所得(も しくは純国民生産)に 対する純投資率(生 産的投資率)が5パー セントない しは
それ以下か ら10パーセント以上に上昇 し,あ りうべ き人 口の圧力 をはっきりと凌駕して国民一
人当 りの実質産出高(一 人当 り実質所得)の 明確 な上昇 をもた らす という事実が 「離陸」にと
っての必要条件 になって くる。彼 は,「離陸期」において,集 計的な国民所得概念 を用いただけ
では実際に起 りつつある過程をほとん ど示 しえないとして,国 民一人 当り実質産出高すなわち
アシュ トンの言 っている一人当 り実質所得の概念=一 人当 り国民所得概念 を導入 して,集 計的
な国民所得だけではなく,一 人当り国民所得の増大を強調することによって,数 量的で楽観的
な 「成長段階説」を展開 している。一定水準以上の投資量 と投資率の増大,そ れに伴 なう生産
性の増大,適 切な所得分配制度の構築,人 口圧力 の回避によって,一 人当 り実質消費は上昇 し,
生活水準は上昇 したと彼は,「離陸期」について楽観的に考 えている。
ロス トウによれば,「離陸は,生 産方法における急激な変化 と直接結 びついて比較的短期間に
53)
決定的な結果をもたらす産業革命」であったのである。その離陸期 に主導的製造部門の急速な
成長,生 産性 の急成長 と持続的発展,一 人当り産出高の増大=一 人当 り国民所得の増大,貯 蓄
の増大,生 産的投資の増大;生 産的投資を行なった人々(ブ ルジョア)の 所得の増大,連 鎖的
有効需要の増大,都 市地域の拡大,都 市人口の増大,都 市市場の発展,工 業化 のいっそうの発
展(あ らたな主導的製造部門の登場 ・発展)が 連鎖的 ・交互的におこり,「離陸期」から次の成
長段階への展望が開かれる。「離陸の期間中に近代化された部門を越 えてさらに広 く近代的工学
59)
技術 を拡大することに努力を集中す るようになるのである」。次の 「成熟への前進期」に到達す
るための方向が急速 に開かれる。ロス トウの 「離陸」についての骨子 は以上の通 りであるが,
「離陸」の主体 については,次 の ようにも表現 している。すなわち 「非経済学的表現を用いれ
ば,離 陸が行 なわれ るということは,通 常,伝 統的社会にすが りつこうとする人々ないしは近
代化以外の目標 を求 めようとする人々に対 して,経済の近代化をはかる人々が決定的な社会的・
55)
政治的・文化的勝利 をおさめることである」としている。ここで彼 は,「旧制度」(ancienr6gime)
の支配者に対 して,「経済の近代化 をはかる人々」すなわちブルジョアが,経 済の面ではもちろ
んのこと社会的 ・政治的 ・文化的にも勝利 したと言っている。「離陸」を画期的な変化 としてと
らえているように見受けられる。
ロス トウは,「離陸」=産 業革命を近代社会の発展過程における画期的な変化 として とらえて
いるが,封 建社会に終止符 を打って資本主義社会 を確立する契機 としてとらえていない。「離陸」
52)W.W.Rostow,op.δ'.,p。39.(前 掲 書 邦 訳,53頁)。
53)W.W.Rostow,op.c菰,p.57.(前 掲 書 邦 訳,78頁)。
54)W.W.Rostow,op.δ'.,p.58.(前 掲 書 邦 訳,79頁)。
55)W.W.Rostow,op.σ ∫'.,p.58.(前 掲 書 邦 訳,79頁)。
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に関す る説明は,体 制的変革を表現 しているようにも見受けられるが,基 本的には,経 済量の
一定の水準 を上回る状態への成長 と持続,そ れとの関係 における社会的 ・政治的 ・文化的成長
と持続を意味 している。彼の 「離陸」 は,国 民所得に対する生産的投資率が10パ ーセント以上
に上昇 し,国 民一人当 り実質産出高(一 人当 り実質所得)が 明確に上昇すること,さ らに生活
水準が上昇することを意味 している。経済量の増大 に基 く質的変化=体 制的変革を意味 してい
るわけではない。「離陸」は,一 応,社 会経済体制 との関連 をぬきにして,経 済成長=経 済量の
一定水準以上へ持続的増大 として主張されている。 ロス トウにおいては,「離陸」は,資 本主義
においてか社会主義においてかを問わず行なわれてお り,そ れの実践的課題は,発 展途上国の
近代化=と くに経済成長=経 済量の一定水準以上への持続的増大 ということであった。
しか しロス トウの 「成長段階説」=発 展段階説,お よびその中における 「離陸」論 は,反 マル
クス的・反社会主義的な ものであった ことは明瞭である。彼 は,「成長段階分析においては,複
利的関係 と,そ れが実質所得の平均水準 を引 き上 げることによって漸次展開していった諸選択
とが,主 要な独立変数 となるのであるが,他 方マルクスの理論においては,複 利的関係 は増大
する利潤 という邪悪な形をとり,し かもその利潤 は贅沢な資本家的生活 と過剰生産設備 と戦争
　
とにだけしか分配されないことになっている」 と批判 している。
彼は,「 離陸」 を,「生産方法 における急激な変化 と直接結びついて比較的短期間に決定的な
結果をもた らす産業革命」 として規定 しているが,実 は,彼 の 「離陸」論は,社 会体制 との関
連,す なわち封建体制から資本主義体制への決定的転換 との関連を無視 し,経 済量の一定水準
以上への上昇 と持続 とをとくに内容 とした産業革命論であったのである。彼の 「成長段階説」,
とくに 「離陸」論 は,ク ラバム以来の楽観論,と'り わけアシュトンの楽観論 と連続論 を近代経
済学的手法で数量的に加工 して出来上 った ものである。ロス トウは楽観論 を次のように展開し
ている。すなわち 「離陸期以前にはおそ らく労働力の75パ ーセントが農業 にあって,単 なる生
存水準 とは言わないまで も低い実質賃金で生活 していた。.離陸期の終わ りまでにこの数字は40
パーセン トに落ちることになろう。そして成熟 までには多 くの場合それは20パ ーセ ントに落ち
　　
ている」。以上のように彼 は,工 業化 された 「離陸期」においては,そ れ以前の農業が圧倒的な
時代 よりも実質賃金は上昇 したと言っている。さらに 「成熟期」への移行期あるいは 「成熟期」
の労働者の状態についてはさらに楽観的主張を展開している。すなわち 「彼 らは都会 と技術の
世界 との子であって,そ の教育程度 もそして知識 もますます向上する。そのうえ,労 働者の実
質賃金が単に上昇 しそうであるばか りでな く,労 働者 自身はまた,彼 らが自分の組織をつ くり
彼らの存在を社会 に感 じさせるならば,お そらくより高い賃金 とより大 きな雇用保障 と福祉 と
　を達成することが出来る
であろうということを,認 識することにもなりそうである」としてい
56)W.W.Rostow,砂.Cal.,p,154.(前 掲 書 邦 訳,208頁)。
57)W.W.Rostow,〔 ψ.δ'.,p.71.(前 掲 書 邦 訳,96頁)。
58)W.W.Rostow,qρ.δ'.,p.71.(前 掲 書 邦 訳,96-97頁)。
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る。 この時期になると労働者は,よ り高い賃金 と雇用保障 と福祉,さ らにより高い教育 と知識
を獲得することが可能 となると見ている。彼は,イギリスについては,1840年 代の工場法(factory
legislation)と その後のロイ ド・ジョージの諸改革(LloydGeorge'sreforms)を 例 にあげて
いる。彼 は,「成熟期」=「成熟への前進」期から 「高度大衆消費時代」,と くに後者の時代 の資
本家 と労働者の状態 と関係 について,「進歩」への共有関係 として楽観的見解 を次のように強調
してい る。すなわち 「複利的関係が確立 したとき,進 歩 は資本 と労働 の両者の共有するところ
となった。階級間の闘争は緩和され,成 熟期に達 したときにも激変 をひき起すような難局に直
面するということはなかった。人々が直面 したものは単に一組の新 しい選択であったのである。
すなわち,福 祉国家 と,高 度大衆消費 と,世 界の舞台での強力な自己主張 との間でいかにバラ
59)
ンスをとるか ということであった」 と。
彼 は,「離陸期」において,国 民所得に対する生産的投資率が10パ ーセン ト以上に増大し,維
持 され,さ らにそれ と関連 して国民一人当り実質生産高二国民一人当 り実質所得の明確な上昇,
生活水準の上昇が見 られるとしている。そしてこの時期においては,成 長ないしは進歩は資本
家 と労働者の間で共有され ることにな り,階 級間の闘争は緩和されると見ている。次の 「成熟
期」に到達すると激変をひき起す ような難局に直面することはなくなった と楽観論を展開 して
いる。そして彼は,実 質賃金が上昇するばかりではなく,労 働者が組織をつ くり,彼 らの存在
をアピールさせ うるな らば,い っそう高い賃金 とより大 きな雇用保障と社会福祉を達成するこ
とが可能であるとしている。彼 は,「離陸期」=「 産業革命期」に,機 械の発明と使用 によって
生産力が拡大 し,と くに資本家的富が増大 し,そ れ とは対象的に労働者の貧困が増大 した とい
う事実 を認 めようとは していない。 ましてや資本主義の体制的矛盾の解消策については一言 も
ふれる必要がなかったのである。
W.ト イ ン ビー,マ ン トー,ア シュ トン,ロ ス トウ等 の産業 革命 の時 期比較
経済学ないしは経済史研究者が産業革命の始期 と終期 とを何時頃に設定するかによって,そ
の研究者の産業革命観 と資本主義観,現 在の重要問題に対する対処の仕方があきらかにな るで
あろう。
トイ ンビー(ArnoldToynbee)は,「 産業革命史を1760年 の始期から1820年 もしくは1830年
60)
まで,も ってゆこうとしていた」 とマン トー(PaulMantoux)は 指摘している。 トインビー
は,産 業革命前すなわち 「1760年以前には,イ ギ リスでは古い産業制度が行なわれていた。す
59)W.W.Rostow,の.δ'.,p.154.(前 掲 書 邦 訳,207-208頁)。
60)PaulMantoux,The1η4πs'磁JRevolutionintheEighteenthCentury,!1ηOutlineOftheBegin.
η勿8softheModernFactorySysteminEngland,1928(RevisedEditiontranslatedbyMarjorie
Vernon),p.43.(ポー ル ・マ ン トー 著,徳 増 栄 太 郎 ・井 上 幸 治 ・遠 藤 輝 明 共 訳 『産 業 革 命J1964年,29
頁)。
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なわち大きな機械的発明の導入がまった くな く濃 業上の変革 もま筋 らわれなかっ突」 とし
て,産 業革命の勃発 を1760年 代以降にお こうとしている。すなわちその勃発時期 を1764年 に発
明され(1770年 に特許権がえられ)た ハーグリーブス(JamesHargreaves)の ジェニー紡績機
(spiming-jenny)=多 軸紡績機以降の綿工業の発展 と社会経済の発展の時期頃におこうとしてい
る。産業革命の終期をスティブンソン(GeorgeStephenson)に よって1814年 に発明された蒸
気機関車が,1830年 にリバプールーマンチェスター問の営業路線を完走 した頃におこうとして
いる。すなわち,ト インビーは,「1818年 から1829年 までの間には1,00(マ イル以上の有料高速
道路(turnpikeroad)が 構築された。そ して翌年1830年 には最初の鉄道の開通を見た。か くの
如 く改善 された交通手段 は,商 業の著 しい増大 をひき起 し,そ して商品の十分なる供給を確保
するために,自 分達 の周囲に織布工 を多数集め,織 機 を職場に確保 し,織 糸を織布工に自ら提
供することが,商 人達の利益 となった。織布工 にとっては,こ の制度は,独 立から従属への変
62)
化を意味 した」 と言っている。1820-1830年 の間に有料高速道路 と鉄道が建設され,そ れ らを
契機にして商 ・工業者の流通 ・生産における活動は本格的なもの とな り,利 益は増大 し,従 来
からの商人 は本格的な近代的商人 もしくは本格的な産業資本家 とな り,従 来か らの織布工は独
立性 を失って従属性 を増 し,労 働者に転化したと見ている。
トインビーによる上述の期間における 「産業革命の本質 は,以 前に富の生産および分配を支
63)
配 していた中世的諸規制に代わって競争が現われた ことである」 としている。彼によれば,産
業革命の本質である競争についてであるが,「生産 における競争 と分配における競争 とを区別せ
ねばならない。…生産 においてお互いに他 に打ち勝たんとする人々の間の闘争 は社会にとって
有益である。(し かし)共同の生産物の分配 についての人々の争いは有益ではない。強者の側は
自身の条件 を指令す るであろう。 そして,事 実競争の初期の時代には,資 本家達は,労 働者を
抑圧するために全力 をもちいて賃金を飢餓点まで引下げた。この種の競争は抑制 されねばなら
ない。競争が団結か立法によって,あ るいはその両者によって緩和されることな く長 く続 いた
歴史的事例はまった くない。イギ リスにおいては,そ の二つの救済策が前者は労働組合 を通じ
64)
て後者は工場立法によって,実 施 されている」。 トイ ンビーは,産 業革命の本質は,従 来の規制
とは全 く異なる競争の出現であり,生 産における競争は有益であるが,分 配における競争,と
くに争いは無益であるとしている。資本家が自らの利益を増大 させるために,労 働者の賃金を
61)DavidandCharlesReprints,7わ%δ θ6苫IndustrialRevolution(AReprintofLecturesor,the
IndustrialRevolutioninEngland,popularAddresses,NotesandOtherFragmentsbyArnold
Toynbee,withanewIntroductionbythelateProfessorT.S.Ashton),1969,p。32.Arnold
Toynbee,Lecturesor.theIndustrialRevolutionoftheEighteenthCenturyinEngland,1884.
(ア ー ノ ル ド ・ トイ ン ビ ー 著,塚 谷 晃 弘 ・永 田 正 臣 共 訳 『英 国 産 業 革 命 史 』1951年,10頁)。
62)乃 膨 δ6的IndustrialRevolution,p.91.(前掲 書 邦 訳,102頁)。
63)7io膨 δ6爵IndustrialRevolution,p.85.(前掲 書 邦 訳,92頁)。
64)7b〔 翅 δ6爵IndustrialRevolution,p.87.(前掲 書 邦 訳,95頁)。
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飢餓点 まで引下げるようなことは有害であ り,抑 制 されなければな らないとしている。そして
無制限な競争 は,団 結(労 働組合)と 立法(工 場法)に よって緩和されることが必要であると
している。従 って彼の産業革命観 は,古 典的 ・画期的 ・悲観論的 ・改良主義的(修 正主義的)
立場に立っていたと言いうる。
次にマン トーについて見れば,産 業革命 は,18世 紀の最後の3分 の1期 に始 まり,一 つの革
命 に比すべ き重大な結果 をもたらし,19世 紀の始めの年代に完了はしなかったが,一 応終了し
た としている。すなわち 「近代的大工業(grandeindustriemoderne)の 誕生 したのは,18世
紀の最後の3分 の1期,イ ギリスにおいてである。当初からその発展 はきわめて急速で,ひ と
つの革命に比すべき重大な結果をもたらした。たしかに,か ずかずの政治革命 にしても,こ れ
65)
ほど深刻な影響 をともなわかった」。そしてこのような産業革命 は,「19世 紀の始めの年代に…
完了したとは言 えないのである。機械が使用 されている分野は,い まだなお若干の工業 に限定
されてお り,そ の工業において も,あ る地域,あ る特定の業種に限られていた。…蒸気 は,そ
れ以前の一切の諸発明の効率 をよりいっそう高めたにはちがいないが,ま だ蒸気の時代 を開始
す るにはいたらなかった。 しか し,そ れにもかかわ らず,近 代的大工業がすでに存在 しており,
その基本的要素 についてみれば,確 立されている。 しか も1ま さに実現されたばかりの変革の
66)
諸特徴は,す でにはっきりと示されていたのである。」 と。上述のように,マ ン トーによれば,
産業革命 は,18世 紀の最後の3分 の1期 に始 まり,19世 紀の始めの年代に完了してはお らなか
ったが,一 応終了してお り,そ の間の機械の使用は限定されていたが,そ の変革の諸特徴は,
すでにはっきりと示されていた としている。
マン トーは,産 業革命の終期を19世 紀の始めにおいた理由を次のように説明 している。「アー
ノル ド・トインビーは,産 業革命史を書 き始めて早世 してしまったが,産 業革命史を1760年 の
始期から1820年 もし くは1830年 まで,も ってゆこうとしていた。 しかしわれわれは,決 定的 と
思われる次の諸理由から19世紀の初年でとどめようと決心 した。 この時期に,あ らゆる発明の
中で群 をぬ く蒸気機関の発明 もふ くめて,偉 大な技術的発明は,実 用の領域に突入 していた。
機械の細部 を別 として,近 代的工場 と全 く同じものが,こ の時期にすでに多数存在 している。
工業人 口の大密集地帯は形成 され始め,工 業プロレタリアー トは出現 し,す でに大部分破棄さ
れた手工業 の旧規制 は自由放任制度 に席をゆずり,し カ・もその自由放任制度 にしても,す でに
人々が漠然 と予感していたように,必 然の圧力によって,屈 すべ き運命にある。工場立法の端
を開いた法律は,1802年 発布 された。その時期からすでに,す べての条件は設定され,残 る道
67)
はその発 展 を辿 るだ けで あ る」 と。 マ ン トーに よれ ば,18世 紀 の最後 の3分 の1期 か ら19世 紀
65)PaulMantoux,op.諺.,p.25.(前 掲 書 邦 訳,3頁)。
66)PaulMantoux,op.醜.,p.486.(前 掲 書 邦 訳,689頁)。
67)PaulMantoux,op.厩.,p.43.(前 掲 書 邦 訳,29頁)。
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の始めの時期 までに,細 部 は別 として,従 来からの技術的 ・経済的条件を前提 にしなが ら偉大
な技術的発明は実用の領域 に突入 し,多 数の近代的工場が建設され,貧 困 と劣悪な環境 によっ
て特徴づけられる都市に多数の工業プロレタリアー トが出現 し,旧 規制は自由放任制度 に席を
ゆずった。 しかも自由放任 を規制する工場立法の端を開いた法律が1802年 に発布されて,自 由
な資本主義的蓄積への規制 ・修正が試み られることとなった としている。マン トーは,ト イン
ビーよりも産業革命の終期 をより早い時期に設定して,そ の短い期間内に産業革命の主要な諸
特徴があらわれ,富 と貧困の対極的蓄積への修正の道が開かれたとしている。マントーの産業
革命論 は,ト インビーの産業革命の革命的主張 と独自の連続論的主張の結合 によって特徴づけ
られているとともに,ト インビー以来の悲観論的改良主義の立場 に立っている。 しかもマ ント
ーの理論 は,ト インビーの古典的理論か らドッブなどの近代的理論(産 業革命を 「資本制的蓄
積の一般法則」の発現する歴史的画期 としてとらえる)へ の過度期の理論であったと言える。
アシュ トン(T.S.Ashton)の 産業革命の時期および産業革命の性格,特 徴 についの理解は次
の通 りである。彼 は,産 業革命の時期 については,「 ジョージ3世(GeorgeIII)の 即位(1760
年)か らその子ウィリアム4世(WilliamIV)の 即位(1830年)に 至る短い年月の間にイング
68)
ラン ドの相貌は一変した」としている。「産業革命は一つの期間ではなく,一 つの運動 と考 えら
れるべきものである。 この運動の展開がイギリ・スでは1760年 以後 に見 られ,合 衆国や ドイツで
69)
は1870年 以後」 に見られた としている。次に彼 は,産 業革命の時期 とその間における人間の不
幸の原因を産業革命ではな く戦争 と飢瞳であるとして,産 業革命楽観説につなげる論理を展開
している。すなわち「ある史家は,`産 業革命の不幸'(thedisastersoftheindustrialrevolu-
tion)に ついて書いている。もしこの ことによって彼の意味するものが,1760年 から1830年 に至
る時代が,戦 争 によって暗黒化 し,飢 謹によって陰欝になったということであるならば,こ の
言葉に対して何 ら反対は出来ない。 しか し彼の意味するところが,技 術的 ・経済的変革そのも
70)
のが惨禍の源泉であったということを意味するならば,こ の意見はたしかに不当であるだろう」
としている。そして彼は,産 業革命 は,産 業上の変化であっただけではな く社会的,思 想的な
変化で もあったとしている。産業革命の根源 は1760年 以前に存在 したが,産 業革命期に急激に
変化 し,1830年 以後により発展 した形態で継承(連 続)さ れた と見ている。「すなわち,こ うし
た変化 は単に`産 業上の'(industrial)も のであっただけではな く,社 会的な,ま た思想的な変
化で もあった。 また`革 命'(revolution)と いう言葉 は変化の急激であった ことを意味する
が,実 際はそれは経済的過程の特徴ではない。すなわち,し ばしば資本主義 と呼ばれるかの人
間関係の体系は,す でに1760年 以前 にその根源を持っているし,他 方その完全な発達を見たの
68)T.S.Ashton,71勉1η4πs師α」1～evolution1760-1830,1948,p.].(T.S.アシ ュ トン著,中 川 敬 一 郎 訳
r産 業 革 命 」1953年,1頁)。
69)T。S。Ashton,oρ.癬.,p.114.(前 掲 書 邦 訳,152頁)。
70)T.S.Ashton,of.6".,p.129.(前掲 書 邦 訳,171-172頁)。
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は1830年 以後 の こ とで あ った。`革 命'と い う』言葉 には,こ の連続 性 とい う重 要 な事 実 を見逃 す
71)
危険が含 まれている」 としている。彼は,産 業革命を認 めた上であきらかに連続論 を主張 して
いる。
またアシュ トンは,産 業革命期における一般の男女に対する不十分な報償(低 賃金 を含む)
の原因 として立法 とくに工場法の不備 と有能な官僚の不在をあげている。すなわち 「1802年,
1819年,お よび1831年 の工場法の下での経験によって,一 団の工場監督官が訓練されるまでは,
…結局,・政治の機構全体が徹底的に改革 され,有 能な官僚群が誕生するまでは,都 市地帯での
生活 はうすぎたないものでしかあ り得なかったのである。産業革命が,一 般の男女に十分な報
償 をもたらす ことが出来なかったとしても,そ の不首尾は,行 政的処置の欠陥によるものであ
72)
って,経 済的過程の欠陥によるものではない」としている。 しか しアシュ トンは,「 実際にはイ
ギリスでは18世 紀およびその後,人 口の増大 と併行 して,他 の生産要素の増加が見 られたので
あって,そ れでこそはじめて国民の一あるいは国民の大部分の一生活水準の向上が可能であっ
73)
たのである」 というように楽観論 を展開している。そして彼は,産 業革命期 における労働の軽
減 と賃金の上昇,労 働条件の改善について次のように説明している。「いずれの諸発明もみな労
働 を軽減するような結果 をもた らした。…工場労働者の多 くは,そ の家族の収入をそれより前
のどの時代よ りも多か らしめる程度の賃金で雇われていた。女や少女は,男 に依存することが
少 くなったため,自 尊心 を増 し,彼 女 らに対する社会的評価 も高まった。工場が都市へ移動 し,
また都市が工場の周辺に出来上がったため,長 期支払の習慣は,毎 週あるいは二週間毎の支払
にとって代 られ,ま た現物賃金や労働者の雇主に対する借金 も少 くなっていった。労働者達は,
もはや孤立 した小家屋居住者ではなかったので,彼 らが組合を結成 し,標 準労働時間や標準賃
74)
金 を守 ることもより容易になった」 と主張 している。そして 「工場における雇傭は実質賃金の
増大」 と生活水準の上昇 に貢献 しているとしている。
アシュ トンは,産 業革命 を産業的変化だけではなく,社 会的な,ま た思想的な変化で もあっ
たというように多面的,広 域的に とらえているが,と くに物的生産の増大による連続的成長過
程の一定の時期 におけるよりいっそうの特殊的高 まり(産 業革命)が 国民所得,と くに労働者
の実質賃金(労 働者個人 もしくはその家族の)と 生活水準の向上をもたらした と考 えている。
彼 は,と くに産業革命期(1760-1830年)に おける,① 耕地面積の拡大 と新作物の導入,② 資
本の急速 な増加,③ 分業の発展による単一生産物の生産 と単一生産工程への全力集中に基 く機
械の発明 ・その利用等が,戦 争や飢鰹による幣害を差引いたとしても,長 期的には総国民所得
はも ちろんのこと一人当 りの国民所得 もしくは一人当た りの実質賃金 と生活水準の上昇をもた
71)T.S.Ashton,ox.読.,p.2。(前 掲 書 邦 訳,2-3頁)。
72)T.S.Ashton,oφ.罐.,pp.112-113。(前掲 書 邦 訳,151頁)。
73)T.S.Ashton,ox.癬.,p.5.(前 掲 書 邦 訳,7頁)。
74)T.S.Ashton,ox.6f'.',pp.94-95.(前掲 書 邦 訳,127-128頁)。
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らした原因であると見ている。 さらに組合の結成,世 論の喚起,工 場法の改正,政 治と官僚制
度の改善等は,国 民所得の上昇,と りわけ実質賃金の上昇と生活水準の上昇 に貢献すると見て
いる。アシュ トンは,以 上のように多元的 ・連続的(成 長期)・楽観的 ・改良主義的産業革命論
を展開 していると言いうる。
ロス トウは 「離陸」を 「生産方法における急激な変化 と直接結びついて比較的短期間に決定
75)
的な結果 をもた らす産業革命 として定義」 している。彼 は世界の多 くの国の事例を考慮 しなが
ら 「離陸」=産 業革命を定義 している。従 って先進的で古典的なイギリス産業革命についても,
もちろん研究 しているが,後 進国や低開発国の多い世界の情況の中では,特 殊なケース として
76)
取扱 ってい る。 ロス トウは,イ ギ リスの「離陸期」=産 業 革命期 を1783-1802年 の極 めて短 い期
間 に設定 して いる。 立場 は もち ろん異 なってい るが,ト イ ンビーやア シ ュ トンが産 業革命期 を
1760-1830年 としてい るの に対 して,ロ ス トウ は,そ の時期 を極 めて短期 間の内 に設 定 してい
る と言 い うる。 マ ン トー は,産 業革命 期 を,18世 紀 の最 後の3分 の1期 か ら19世 紀 の始 めの年
代(1802年)に 限定 し,そ の時期 におい ては機 械の使用 は十分 では なか ったが,産 業革命 の諸
特徴 は,す で に明確 となっていた として い る。 マ ン トー とロス トウは,あ き らか に立場 を異に
しているが,産 業 革命期 を極 め て短 い期間 に絞 り込 んでい る。両 者 は,と くに産業 革命 の終期
を19世 紀 の始 まりにお いてい る。
ロス トウ は,イ ギ リスの 「離 陸期」・=産業革命 期 を,前 述 した ように1783-1802年 としてい
る。 その勃発期 の1783年 は,ア メ リカ独立戦争 が終 了 し,パ リ条 約 によって イギ リスが アメ リ
カの独立 を承認 した年で あ り,イ ギ リスの技術 的 ・経済 的発展 がい っそ うめ ざ まし くな り始め
た年 であ る。 ロス トウ も注 目してい るベイ ンズ(EdwardBaines)によれ ば,綿 織 物輸 出 は,
77)
1780年355,060ポ ン ド(英 貨)か ら1787年1,101,457ポ ン ド(英 貨)と い うよ うに約3.1倍 急増 し
た。綿花輸 入 は,1776-1780年(平 均)6,766,613ポ ン ド(重 量)か ら1790年31,447,605ポ ン ド
78)
(重量)と いうよに約4.65倍 急増 した。1802年 すなわちマン トーの産業革命の終期 には,マ ント
ーによれば,綿 織物輸出が713万 ポン ド(英 貨),毛 織物輸出が648万7千 ポン ド(英 貨)と いう
79)
ように綿織物輸 出が毛織物輸 出 を凌 駕す る にいた った。 さ らにマ ン トー によれ ば,1802年 には,
自由放任 を規制 す る工場立 法の端 を開 いた法律 が発布 されて,自 由な資本 主義的蓄積 への規制 ・
80)
修正 が試 み られ始 めた。 ロ ス トウ は,む しろベ インズ によって指摘 されてい る ような,綿 織物
81)
輸 出が1780年355,060ポ ン ド(英 貨)か ら1802年7,624,505ポ ン ド(英 貨)と い うよ うに約21.47
75)W.W。Rostow,oρ.δ'.,p.57.(前 掲 書 邦 訳,78頁)。
76)W.W.Rostow,oφ.認'.,p.38.(前 掲 書 邦 訳,52頁)。
77)EdwardBaines,op.6".,p.215.
78)EdwardBaines,op.6∫'.,p.215.
79)PaulMantoux,ox.6∫'.,p.106.(前掲 書 邦 訳,123頁)。
80)PaulMantoux,OZ.6∫',,p.43.(前掲 書 邦 訳,29頁)。
81)EdwardBaines,op.o甑,p.350.W,W.Rostow,oρ.6f',,p.54.(前 掲 書 邦 訳,74頁)。
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倍急増 したことを 「離陸期」終了の重要な指標の一つにあげているように思われる。 ロス トウ
は,「 周知の例外 としてイギリス産業革命」,す なわち 「世界最初の離陸」に当って,イ ギ リス
綿織物工業(正 確には綿紡績工業 も含めて綿工業 と言 うべきだ)が 重要な役割,す なわち 「離
陸における主導部門」において最初の重要な役割 を果 したことを認めている。そして彼 は,こ
の ような綿工業の発展(国 内的にも国際的にも)が,都 市地域の発展,石 炭 ・鉄 「機械 に対す
る需要,運 転資本に対する需要,そ してついには低廉な輸送 に対する需要を喚起するにいたっ
た と見ている。彼は,イ ギリスにおける 「離陸」の出発点と終着点 をとくに綿工業においてい
ると言いうる。
ロス トウは,1783-180e年 の 「離陸期」に,主 導的製造部門の急成長,生 産性の急成長 と持
続,国 民一人当り実質産出高の増大ないしは国民一人当 り所得の増大,労 働者一人当 り実質賃
金の増大,生 活水準の上昇,貯 蓄の増大,生 産的投資の増大,人 々の所得の増大 とくにブルジ
ョア的所得の増大,連 鎖的有効需要の増大,都 市地域の拡大,都 市人 口の増大,都 市市場の発
展,工 業化のいっそうの発展があったと見ている。ざらに彼 は,そ の時期に,「成長に前進的性
格を与 えるような,政 治的 ・社会的 ・制度的枠組」が出現ないしは出現 しつつあったと見てい
る。 ロス トウの「離陸」=産 業革命は,イ ギリスにおける場合,1783-1802年 の間において,技
術的 ・経済的 ・政治的 ・社会的 ・思想的 ・文化的変革 として一見理解 されがちであるが,決 し
てその間に封建的体制が崩壊 して資本主義的体制が確立 したことを意味するものではない。ロ
ス トウの 「離陸」は,そ の間に 「(1)生産的投資率が国民所得(も しくは純国民生産<NNP>)
の5パ ーセン トないしはそれ以下か ら10パ ーセン ト以上に上昇す ること。(2)十分な力 を持った
一つないしそれ以上の製造業部門が高い成長率を持って発展すること。(3)…成長に前進的性格
82)
を与 えるような,政 治的 ・社会的 ・製度的枠組が…出現」すること等であった。そして端的に
は工業化によって,「 国民一人当 り実質産出高の明確な上昇」,生 活水準の明確な向上 をもた ら
す ことであった。
ロス トウが 「離陸」について解明するとき,そ の背景に,工 業化 と,そ れによる 「国民一人
当 り実質産出高の明確 な上昇」 という,楽 観学派 とくにアシュ トンから継承 し,ロ ス トウによ
っていっそう高められた概念が存在 している。イギ リスの場合,そ れらが1783-1802年 という
短い期間において 「離陸」 というかたちをとって達成出来たか どうか極めて疑問である。アシ
ュ トンのように産業革命を1760-1830年 というように設定 して も,工 業化についてはある程度
説明がついた としても,「国民一人当 り実質産出高の明確な上昇」,生 活水準の向上については,
心底か ら説明出来なかったのである。アシュ トンはこの間における一人当り実質産出高や実質
賃金や生活水準が思うように上昇 しなかったことを戦争や飢饅にその責任を負わせている。彼
82)W.W.Rostow,op.δ'.,p.39,(前 掲 書 邦 訳,53頁)。
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は,そ れ らと産 業革命 との関係 を出来 る限 り縁遠 い もの に しよ うと配慮 して いる。楽観論 者で
あるア シュ トンは,産 業 革命 をかな り長期 間 にわ たって設定 したが,そ れで も十 分 に楽観 論の
趣 旨 を説明 出来 な いで苦 しんでいたの であ る。 ましてや ロス トウの よ うにイギ リスの「離陸期」
を1783-1802年 とい う短期 間 に設定 した場 合 には,工 業化 について も,「 国民一人 当 り実質 産出
高 の明確 な上昇 」,実 質賃金 の上昇,生 活水準 の向上等 について も,説 明 出来 ないか,あ るいは
極 めて限定的 な説明 にな らざ るをえないであ ろ う。
工 業化 ない しは大工 業 について論及 す る とき,工 場 制工業 にお け る機 械体 系が三 つの部 分す
なわ ち原動機(Bewegungsmaschine),伝力機構(Transm至ssionsmechanismus),および作業
機(WerkzeugsmaschineoderArbeitsmaschine)から成 り立 っ てい る ことに気付 くで あ ろ
う。産業革命 は,そ の三つ の部 分の 内の第 三番 目の作業機 の発明 と使 用 とか ら始 まったのであ
る。す なわち綿工業 にお ける紡 績機 の発 明 と使 用か ら始 ま り,次 第 に他 の部 分の機械 の発明 と
使 用 に移 り,さ らに他 の業種 や部門へ と波及 したので ある。 ランカ シャーのべ リ(Bury)生 れ
の ジ ョン・ケ イ(JohnKay)に よって,1733年 に飛仔(flyshuttle,flyingshuttle)が発明 さ
れ,使 用 され るよ うに なって産 業革命 が発 生 した とみ られな くはないが,連 続的 で力 強い産業
革命 は,1760年 代 の前 半 頃か ら始 ま った。 す なわ ち それ は,1764年 ハ ー グ リー ブ ス(James
Hargreaves)に よる多軸紡績 機=ジ ェニー紡績機(spining-jenny!の 発明 に始 ま り,1768年 ア
ークライ ト(RichardArkwright)に よる水力紡績機(water-frame),1779年 クロンプ トン
(SammuelCrompton)に よる走鐘紡僚機 二ミュール(mule)等 の発明 によって軌道 に乗っ
た。さらにそれは,1769年 ワッ ト(JamesWatt)に よる蒸気機関(steam-engine)の 改良=
実用化,1785年 カー トライ ト(EdmundCartwright)に よる力織機(power-100m)の 発明に
よっていっそう現実的なもの となった。ロス トウの 「離陸」論=産 業革命論 は,1783年 のアメ
リカの独立戦争の終了 とそれか ら解放 されたイギリスによる綿花輸入 と綿織物輸出の画期的急
上昇 を特 に重要視 し,そ れをもって 「離陸」の勃発 と事実上 とらえている。 このような視点か
ら構成 された 「離陸」論=産 業革命論 は,1760年 代の前半以後1783年 にいたるまでの部分すな
わち技術的 ・経済的変革 としての産業革命の初期の部分の重要性 を見逃 して しまうことになる。
同時 にその時期の変革の政治的 ・社会的側面 をも見逃 してしまうこととなる。産業革命分析を
行なう場合,綿 花輸入 と綿織物輸出の研究 を行 うことは必要なことであるが,同 時にそれをさ
さえる技術的 ・経済的過程の研究が必要である。綿花輸入 と綿織物輸出の画期的急上昇 を特に
重視 して「離陸期」=産 業革命期 を設定すればロス トウのように1783-1802年 にな りかねないな
いのである。 この間にイギ リスの近代化,工 業化,資 本主義化 は達成 されないのである。産業
革命の終期は,1814年 にステ ィーブンソン(GeorgeStephenson)に よって発明された蒸気機
関がマンチェスター ・リバプール間で営業運転を開始する1830年 頃ないしはブルジョアジーに
有利 な選挙法改正が行なわれた1832年 頃,さ らには1831年 の工場法の下での経験 によって一団
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の工場監督官が訓練 され,1833年 の工場法が施行 される頃である。なおさらにその終期は,い
っそうの工業化が実現 され,自 由貿易政策 を展開しようとする権力による1846年 の穀物法(Corn
Law)廃 止,1849年 の航海条令(NavigationAct)廃 止,チ ャーテ ィス ト運動(1837-1848年)
終焉の頃 まで延長 されるかも知れない。産業革命は,イ ギリスの場合,あ きらかにロス トウが
強調 している 「離陸期」すなわち1783-1802年 以前 に始 まり,ず っと以後に終了したのである。
イギリス産業革命は,ロ ス トウの主張 している 「離陸期」におさまりえないのである。
